
　児（別紙３） 　　年　　月　　日

　１　事業所・施設の名称

２　届出項目

３　算定根拠

単位：人

①
児童指導員【医療型児童発達支援の場合は指定発達支援医療機関の職員】の総数
（常勤）

②
①のうち社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師の資格を持つ
者の総数（常勤）

※算定要件

#DIV/0! ≧
（Ⅰ）３５％
　　　又は
（Ⅱ）２５％

単位：人

①
児童指導員、保育士【医療型児童発達支援の場合は指定発達支援医療機関の職
員】の総数（常勤換算）

② ①のうち常勤の者の数

※算定要件

#DIV/0! ≧ （Ⅲ）７５％

単位：人

①
児童指導員、保育士又【医療型児童発達支援の場合は指定発達支援医療機関の職
員】の総数（常勤）

② ①のうち勤続年数３年以上の者の数

※算定要件

#DIV/0! ≧ （Ⅲ）３０％

　　　　○勤務形態一覧表（加算区分ⅠからⅢのいずれの場合も添付し、勤務形態一覧表から関係数値を転記してください。）

福祉専門職員配置等加算に関する届出書

　１　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)　 　※有資格者35％以上

  ２　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)　 　※有資格者25％以上

  ３　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)　　 ※常勤職員が75％以上又は勤続3年以上の常勤職員が30％以上

福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)

又は

福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)

の場合

①に占める②の割合

備考１　ここでいう常勤とは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

①に占める②の割合

①に占める②の割合

福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)
の場合

※「常勤職員の状況」又は
「勤続年数の状況」のいずれ
かを選択してください。

　　　　○資格証等の写し（加算区分Ⅰ又はⅡ場合のみ添付）

      　○実務経験（見込）証明書（加算区分Ⅲの「勤務年数の状況」に該当する場合のみ）

　　２　それぞれの要件を満たすことが分かる次の資料を添付すること（同時に他の届出等に添付している場合は添付省略可）。

　　　　について（平成１８年１２月６日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知」）第二の２の（３）に定義する「常勤」をいう。

 　　　　他の障害福祉サービス事業所等における直接処遇職員としての勤務年数を含むことができる。

　　　　に、常勤の直接処遇職員(１人)として評価する。

　　３　法人に常勤として雇用されている者で、複数事業所で兼務する場合

　　　　１週間の勤務時間の２分の１を超えて当該事業所の直接処遇職員として従事する場合（２か所の事業所で２分の１ずつのときはいずれか一つの事業所において）

　　４　「３年以上従事」とは、加算の申請を行う前月の末日時点における勤続年数とし、その算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え同一法人の経営する



児（別紙４） 　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

人　 人　

人　 人　

人　 人　

人　 人　

人　 人　

うち５年以上保育士
の員数
（常勤換算）

人　 人　

人　 人　

人　 人　

人　 人　

人　 人　

人　 人　

備考

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

　「うち児童指導員等の員数（常勤換算）」には、サービス毎に配置されている児童指導員、手話通訳士、手話通訳者、強度
行動障害支援者養成研修（基礎研修）を修了した指導員の数を単位別に記載してください。

　「うち５年以上児童指導員の員数（常勤換算）」には、児童指導員の資格を得てから５年以上児童福祉事業に従事した経
験を有する児童指導員の数を単位別に記載してください。

　重度訪問介護従業者養成研修行動障害支援課程修了者又は行動援護従業者養成研修修了者を配置した場合には、強
度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者と同等の扱いとします。

　算定対象者については、該当項目に○を付してください。

　「サービス種別」、「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

　「従業者の状況」には、サービス毎に単位を分けている場合は、児童指導員等の数を単位別に記載してください。

　多機能型（人員配置特例の利用なし）の場合は、「従業者の状況」単位①・②欄にそれぞれ児童発達支援と放課後等デイ
サービスの「基準人数」等をそれぞれ記載してください。

　「うち理学療法士等の員数（常勤換算）」には、サービス毎に配置されている理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育
士、心理療法の技術を有する従業者又は視覚障害者の生活訓練の養成を行う研修を終了した従業者の数を単位別に記
載してください。

　「うち保育士の員数（常勤換算）」には、理学療法士等の員数のうち、保育士の数を単位別に記載してください。

　「うち５年以上保育士の員数（常勤換算）」には、保育士の資格を得てから５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する
保育士の数を単位別に記載してください。

児童指導員等加配加算
算定対象者

ア　専門職員（理学療法士等）
イ　専門職員（保育士）
ウ　児童指導員等
エ　その他の従業者

ア　専門職員（理学療法士等）
イ　専門職員（保育士）
ウ　児童指導員等
エ　その他の従業者

専門的支援加算
算定対象者
（注）イ、ウは、児童発達支援の場合のみ
選択可能。

ア　理学療法士等（保育士を除く。）
イ　５年以上保育士
ウ　５年以上児童指導員

ア　理学療法士等（保育士を除く。）
イ　５年以上保育士
ウ　５年以上児童指導員

うち保育士の員数
（常勤換算）

うち児童指導員等の員数
（常勤換算）

うち５年以上児童指導
員の員数
（常勤換算）

うちその他の従業者の員数
（常勤換算）

うち児童発達支援管理責
任者の員数（常勤換算）

加配人数（B－A）

　１　異動区分 ①　新規　　　　　　　　　　　　②　変更　　　　　　　　　　　　　③　終了

　２　従業者の状況

単位① 単位②

基準人数の総数 A

うち児童発達支援管理責
任者の員数

従業者の総数 B（常勤換算）

うち理学療法士等の員数
（常勤換算）

児童指導員等加配加算及び専門的支援加算に関する届出書

事業所・施設の名称

サービスの種別 ① 児童発達支援　　　　② 放課後等デイサービス　　　　③ ①・②の多機能



　

事業所・施設の名称

　１　異動区分

管 理 栄 養 士 栄 養 士

常勤 人 人

他施設との兼務 １あり　 ２あり(専従扱い)  ３なし １あり　 ２あり(専従扱い)  ３なし

他施設名

他職種との兼務 １あり　 ２なし １あり　 ２なし

他職種名

非常勤 人 人

　３　栄養マネジメントの状況 常 勤 の 管 理 栄 養 士 人

栄 養 管 理 業 務 に 関 し
5 年 以 上 の 実 務 経 験
を 有 す る 栄 養 士

人
※平成27年3月31日
　までの経過措置

栄養マネジメントに関わる者

職種 氏名

医師

管理栄養士

看護師

備考１　　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。
　　　２　　「栄養マネジメントに関わる者」には、共同で栄養ケア計画を作成している者の職種及び氏名を記入してく

ださい。
　　　３　「免許証の写し」、「実務経験(見込)証明書等」などを添付してください。

①　新規　　　　　　　　　　　　②　変更　　　　　　　　　　　　　③　終了

　２　栄養士配置の状況

　児（別紙５） 年　月　日　　

栄養士配置加算及び栄養マネジメント加算に関する届出書



　 　

事業所・施設の名称

サービスの種別 ① ②  放課後等デイサービス   ③     ①・②の多機能

　１　異動区分

うち保健師の員数
（常勤換算）

うち助産師の員数
（常勤換算）

うち看護師の員数
（常勤換算）

うち准看護師の員数
（常勤換算）

月 ②開所日数

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

合計

看護職員加配加算に関する届出書

  児童発達支援

①　新規　　　　　　　　　　　　②　変更　　　　　　　　　　　　　③　終了

　２　看護職員の状況

単位① 単位②

基準人数 A 人　 人　

医療的ケア区分に伴う基本
報酬を算定する上で配置す
る看護職員の人数　Ｂ

人　 人　

看護職員の総数 Ｃ
（常勤換算）

人　 人　

人　 人　

人　 人　

　　　３　多機能型（人員配置特例の利用あり）の場合、は、「看護職員の状況」単位①・②欄にそれぞれ児童発達支援と放課後等デイサー
　　　　ビスの「基準人員」等をそれぞれ記載してください。

　　　４　　「うち保健師の員数（常勤換算）」等には、サービス毎に配置されている看護職員の数を単位別に記載してください。

　

備考１　　「サービスの種別」、「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

　　　２　　「看護職員の状況」には、サービス毎に単位を分けている場合は、看護職員の数を単位別に記載してください。

　３　医療的ケア児の
　　　医療的ケアスコ
　　　ア

　児（別紙６） 年　月　日　

人　 人　

人　 人　

加配人数
（Ｃ－Ｂ－A）

人　 人　

①利用した医療的ケア児
のスコア（※）

③医療的ケアスコアの
合計の点数
（①÷②）

（※） 「①利用した医療的ケア児のスコア」の計算方法

ア ： 医療的ケア児の医療的ケアスコアに当該医療的ケア児が利用した日数を乗じる。
イ ： 各月に利用実績がある医療的ケア児全員について、アの計算を行い、計算後の数値を合計する。

例）４月に医療的ケアスコア20点の医療的ケア児Ａは10日利用、医療的ケアスコア32点の医療的ケア児Ｂは15日利用。
⇒ 20点×10日＋32点×15日＝680点

③の数値が40点以上の場合は、看

護職員加配加算（Ⅰ）の、72点以上

の場合は看護職員加配加算（Ⅱ）

の算定要件を満たすことになる。



　 年　月　日　

事業所・施設の名称

サービスの種別 ① 児童発達支援 ② 放課後等デイサービス ③ ①・②の多機能

　　１　異動区分

人

備考　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

強度行動障害児特別支援加算届出書

　　　　　　　　　①　新規　　　　　　　　　②　終了

　　２　配置人数

強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者　配置
（重度訪問介護従業者養成研修行動障害支援課程修了者又は行動援護従業者養成研修修了者を
配置した場合を含む）

　児（別紙７） 　



　 　年　月　日　

事業所・施設の名称

　　１　異動区分

氏名 職種
喀痰吸引等の

実施可否

1

2

3

計

　　　　　３　「喀痰吸引等の実施可否」については、送迎同乗者が実施可能な医療的ケアについて記載すること。

　児（別紙８）

備考　　１　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

　　　　　２　重症心身障害児に対して支援を提供する児童発達支援センター、児童発達支援事業所、
　　　　　　医療型児童発達支援センター、放課後等デイサービス事業所において作成すること。

送迎加算に関する届出書（重症心身障害児）

①　新規　　　　　　②　変更　　　　　　③　終了

　　２　送迎の体制
　　　　（運転手以外）

人



　

事業所・施設の名称

　１　異動区分

うち児童指導員の員数

うち保育士の員数

備考　　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

　　　

①　新規　　　　　　　　　　　　②　変更　　　　　　　　　　　　　③　終了

　児（別紙９） 年　月　日　

　２　保育職員の状況

人数等

基準人数 A 人　

従業者の総数 B
（常勤換算）

人　

人　

人　

加配人数
（B－A）

人　

保育職員加配加算に関する届出書



年齢

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

注１　算定する児童に係る特別支援計画書を添付すること。

注２　特別支援加算を算定する場合に作成し、知事に届け出ること。

注３
ア　児童発達支援給付費において、児童発達支援センターにおいて難聴児に対し指定児童発達支援を行う
場合にあっては言語聴覚士を除き、児童発達支援センター又は児童発達支援センター以外の施設において
重症心身障害児に対し指定児童発達支援を行う場合にあっては理学療法士、作業療法士、言語聴覚士及
び看護職員を除く。
イ　医療型児童発達支援給付費において、重症心身障害児又は肢体不自由児に対し指定医療型児童発達
支援を行う場合にあっては理学療法士及び作業療法士を除く。

定員

機能訓練担当職員

理学療法士　　　　名            作業療法士　　　　　　 　　　名
言語聴覚士　　　　名            心理指導担当職員　　　　　名
看護職員　　　 　　名
視覚障害者の生活訓練を専門とする技術者の養成を行う研修を修了した者　　名

氏名 利用開始日 備考

　　年　　月　　日

特別支援加算体制届出書

施設種別

施設名

　児（別紙１０）

　（事業所番号：　　　　　　　）



年齢

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※　運営規程の営業時間を超えて支援を行うものとして、加算を算定する場合に届け出ること。
　（当該事業種別の運営規程における営業時間（児童を受け入れる体制が整っている時間帯のた
　めサービス提供時間となる。）が８時間以上であり、サービス提供時間の前後の時間において
　支援を行った場合に対象となる。）

※　延長支援加算を算定する障害児に係る児童発達支援計画書等を添付すること。

定員
(当該事業種別に限る)

運営規程上の
サービス提供時間

氏名 利用時間 備考

　　年　　月　　日

延長支援加算体制届出書

事業の種別

施設名

　児（別紙１１）



　児（別紙１２）

資格取得日
障害児支援
経験年数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

備考　１　事業所に配置されている訪問支援員について記載すること。

　　　　２　障害児支援経験年数には、資格取得後の障害児支援事業所等又は任用資格取得後に初めて
　　　　　障害児支援事業所等に採用されてからの実務経験年数を記載すること。

　　年　　月　　日

訪問支援員特別加算体制届出書

事業所・施設の名称

異動区分 ①　新規　　　　　　②　変更　　　　　　③　終了

○訪問支援員の配置状況

氏名 職種（資格）



　児（別紙１３） 年　　月　　日　

事業所・施設の名称

　１　異動区分

児童発達支援管理責任者 人

保育士又は児童指導員 人

備考１　　「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

共生型サービス体制強化加算に関する届出書

①　新規　　　　　　　　　　　　②　変更　　　　　　　　　　　　　③　終了

　２　児童発達支援管理責任者
      等の配置の状況


